
第 19 回  自治区制度等行財政改革推進特別委員会 

日 時  令和元年 8月 7日（水） 

                             時 分～ 時 分 

（総務文教委員会終了後） 

場 所  議会全員協議会室 

 

【委 員】串﨑委員長、芦谷副委員長 

三浦委員、沖田委員、川上委員、上野委員、飛野委員、岡本委員、永見委員、 

佐々木委員、西村委員 

【議 長】 

【委員外議員】 

【執行部】近重副市長、内藤金城自治区長、岩谷旭自治区長、熊谷弥栄自治区長、 

中島三隅自治区長、砂川総務部長、岡田地域政策部長、河上教育部長、吉永金城支所長、 

塚田旭支所長、岩田弥栄支所長、田城三隅支所長、 

草刈財政課長、岡橋政策企画課長、邉まちづくり推進課長、村木生涯学習課長、 

大屋企画係長 

【事務局】下間書記 

 

議  題 

1（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例の制定に向けた今後の取組について 

【執行部からの報告】 

 

2 自治区制度について（公民館のコミュニティセンター化等）      【委員間で協議】 

・【参考配布資料】公民館のコミュニティセンター化に対する緊急提言（平成31年3月） 

～浜田市社会教育委員の会～ 

 

3 その他 

①「公民館のコミュニティセンター化」に係る研修会  

令和元年8月22日（木）午後2時30分～5時  市役所5階 全員協議会室 

令和元年8月23日（金）午前9時～11時30分  市役所5階 全員協議会室 

   出欠〆切 8月15日（木） 

 

②議会報告会で提出された各テーマへの意見一覧の提供について 

 

 

 

 

○次回開催    月   日（ ）   時   分      



 

 

 

 令和元年 6 月にお示しした「新たな住民主体のまちづくりの方針」に基づき、自治

区設置条例を 1 年延長することについて、変更となる点等は以下のとおりです。 
 

① 設置期間 
・現行の設置期限である「令和 2 年 3 月 31 日」を「令和 3 年 3 月

31 日」に改正する。 

 

② 自治区長 
・役割、身分等は現行どおり。ただし、任期は令和 3 年 3 月 31 日

までの 1 年間とする。 

説 明 

・現行の自治区長の任期は、令和 2 年 3 月 31 日までとなっている

ため、令和 2 年 4 月 1 日から 1 年間の自治区長について、地域

協議会に推薦していただき、市長が任命する。 

 

③ 地域協議会 
・役割、体制は現行どおり。ただし、委員の任期は令和 3 年 3 月

31 日までの 1 年間とする。 

 説 明 

・現行の地域協議会委員の任期は、令和 2 年 3 月 31 日までとなっ

ているため、令和 2 年 4 月 1 日から 1 年間の委員について、町

内会等の地域住民自治組織から推薦していただき、市長が

選任する。 

・委員推薦における地域の実情を考慮し、（仮称）浜田市協働のま

ちづくり推進条例における地域協議会の委員は、当初の 1 年間、

自治区設置条例に基づく委員が引き継げるよう配慮する。 
 

④ 支所機能 ・現行どおり。 

 

⑤ 予算 ・以下のとおり。 

 説 明 

・中山間地域の活性化のための共通事業については、1 年間継続す

るための財源として、これまでの共通事業枠の残額及び各自治

区地域振興基金からの拠出金を充当して実施する。 

そのうえで、各自治区で生じる地域振興基金の残額については、

令和 2 年度の各自治区基金事業の財源として充当する。 

・まちづくり総合交付金は、現行どおり継続する。 

・緊急的な維持補修費等（各支所年間 500 万円）は現行どおり継

続する。 

 

自治区設置条例を 1 年延長することに伴う変更点等について 

令 和 元 年 8 月 7 日
自 治 区 制 度 等 行 財 政 改 革
推 進 特 別 委 員 会 資 料
地 域 政 策 部
政 策 企 画 課



（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例制定に向けた今後の取組について 

 

■ 検討委員会の設置 

① 附属機関とする。（9月議会において検討委員会設置条例を提案） 

② 委員は、識見者や地域協議会の代表者など 22 人で構成する。（別紙 1参照） 

③ 公民館のコミュニティセンター化に向けた検討組織を検討委員会の部会として

位置付け、条例作成及びコミュニティセンター化の体制づくりに向けて連携し

ながら取組む。（別紙 2参照） 
 

■ 検討委員会の取組概要 

(1) 勉強会 

協働のまちづくりの必要性や公民館のコミュニティセンター化に向けた取組に

ついてなど条例案の作成に向けて共通の認識を図る。 

 

 (2) 条例骨子の検討 

協働のまちづくりを進めるための課題整理を行いながら、目的、理念、協働の原

則など盛り込むべき内容について意見交換し、条例の基礎となる骨子をまとめてい

く。 

 

 (3) フォーラムの開催 

協働のまちづくりの機運醸成を目的にフォーラムを開催する。 

① 内 容：検討状況の中間報告 

協働のまちづくりに関する講演 

ワークショップ等による意見集約 

② 参加者：公民館、まちづくり推進委員会、地域協議会、一般市民 他 

 

 (4) 条例構築（最終）の検討 

フォーラムやパブリックコメントによる意見の反映などにより条例の最終案を

まとめる。 

 

■ 今後のスケジュール 

(1) 検討委員会（別紙 3 参照） 

検討委員会設置条例の公布日後すぐに委員の選任を行い、10 月末を目標に第 1

回を開催し、最終的には令和 2 年度の 8月までに 9回の開催をもって条例最終案を

まとめていく。 

 

 (2) 公民館のコミュニティセンター化検討部会（別紙 4参照） 

検討委員会の検討状況に併せながら、令和 2年度の 5 月までに検討報告書のまと

め、11 月までにコミュニティセンター設置条例案の作成をしていく。 



 

（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例検討委員会名簿（案） 

 
【 事 務 局 】地域政策部 政策企画課 

 
【 市 関 係 部 署 】各支所防災自治課、生涯学習課、その他必要に応じて全部署

で対応  

区 分 人数 団体等・職名 

⑴ 識見者 
  

2人 

島根県立大学教員 

日本社会教育学会会員 

⑵ 関係行政機関の代表 3人 

浜田市社会教育委員の会 

浜田市公民館連絡協議会 

西部県民センター（地域振興課） 

⑶  公共的団体の代表 5人 

浜田商工会議所 

石央商工会 

浜田市ＰＴＡ連合会 

浜田市社会福祉協議会 

浜田女性ネットワーク 

⑷ 地域協議会の代表 5人 地域協議会（各自治区 1 人） 

⑸ 地区まちづくり推進委

員会の代表 
5人 地区まちづくり推進委員会（各自治区 1人） 

⑹ 公募による市民 2人 公募委員 

合 計 22人  

別紙１ 



（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例検討委員会 

コミュニティセンター化検討部会 委員名簿（案） 

 

アドバイザー 東京大学大学院教授 牧野 篤 

 

 

【事務局】地域政策部まちづくり推進課、教育委員会生涯学習課、 

各支所 防災自治課 

（中山間地域対策プロジェクトチーム会議－地域コミュ

ニティのあり方検討ワーキンググループ） 

 

【市関係部署】防災安全課、総合窓口課、健康医療対策課 

 

区 分 人数 団体等・職名 

⑴  学識経験者 1人 日本社会教育学会会員 

⑵ 関係行政機関 1人 浜田市社会教育委員の会 

 

⑶ 公民館の代表 5人 浜田：●●公民館 

 金城：●●公民館 

 旭 ：●●公民館 

 弥栄：●●公民館 

 三隅：●●公民館 

 

⑷ 地区まちづくり 

推進委員会の代表 

5人 浜田：●●地区まちづくり推進委員会 

 金城：●●地区まちづくり推進委員会 

 旭 ：●●地区まちづくり推進委員会 

 弥栄：●●地区まちづくり推進委員会 

 三隅：●●地区まちづくり推進委員会 

合 計 12人  

別紙２ 



（案） 

（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例検討委員会スケジュール及び検討内容 

 

回 開 催 時 期 検 討 内 容 

 
令和元年 

9月議会表決後 
委員の推薦及び公募 期間（9月30日～10月中旬） 

第１回 10月下旬 
キックオフ 

委嘱状交付・スケジュール確認など 

第２回 11月下旬 

検討委員会勉強会 

「協働のまちづくり」について（講演：社会教育アドバイザー） 

市民活動、ＮＰＯの定義・現状等について 

浜田市の現状、他地域の協働指針の事例について 

第３回 1２月下旬 

条例に盛り込むべき項目の議論（１回目） 

コミセン検討化部会の状況報告 

条例骨子（案）の確認 

内容案の事例紹介 

意見交換 

第４回 
令和２年 

1月中旬 

条例に盛り込むべき項目の議論（２回目） 

条例骨子たたき台の提示 

意見交換 

協働のまちづくりフォーラムの開催について 

 2月中旬 
協働のまちづくりフォーラムの開催 

（フォーラム内でまちづくり推進条例の中間報告を行う） 

第5回 3月下旬 
条例の具体的内容の検討（１回目） 

コミセン検討化部会の状況報告 

第6回 4月下旬 条例の具体的内容の検討（２回目） 

第7回 5月下旬 
条例の最終案検討（１回目） 

コミセン検討化部会の状況報告 

 6月中旬～下旬 パブリックコメントの実施 

第8回 7月中旬 
条例の最終案検討（２回目） 

パブリックコメントの意見を反映 

第9回 8月上旬 条例の最終案の報告 

 9月上旬 議会へ条例提案 

第10回 11月上旬 コミセン化検討状況の最終確認 

 ※検討状況によっては開催回数が変更となる場合があります。 

別紙３ 



（案） 

（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例検討委員会 

コミュニティセンター化検討部会 スケジュール 

 

回 開催時期 検討内容 

第 1 回 
令和元年 

10 月下旬 

・委嘱状交付 

・コミセン化に関する市の基本的な考え方について 

・意見交換 

・今後のスケジュール 

第 2 回 11 月下旬 

・公民館活動の現状について 

・地区まちづくり推進委員会の活動の現状について 

・整理すべき課題について 

 例）センターの運営方法 

センターの業務・役割 

   センター職員の配置と処遇 

   センターとまち委の関係性の整理 

   センターの名称 

   社会教育と生涯学習の推進  など 

第 3 回 12 月下旬 （課題についての議論） 

第 4 回 
令和 2 年 

1 月中旬 
（課題についての議論） 

第 5 回 3 月下旬 （課題についての議論） 

第 6 回 4 月下旬 ・検討結果のまとめ（報告書素案の提示） 

第 7 回 5 月下旬 ・検討結果報告書の確認・承認 

 6～8 月 
（検討結果を踏まえた制度設計） 

（個別の館とのすり合わせ） 

第 8 回 9 月下旬 
・コミセン化の具体的内容の説明 

・意見聴取 

第 9 回 11 月上旬 ・前回協議を踏まえた最終内容の確認 

 12 月 （議会へコミセン設置条例提案） 

 

別紙４ 



自治区制度等行財政改革推進特別委員会について

・附属機関設置条例の審議（令和元年9月定例会
議）？

・検討委員会での審議状況の報告を受け、委
員会で意見する？

◆執行部案：　　（仮称）浜田市協働のまちづくり推進条例→令和2年9月条例制定（令和3年4月施行）の予定

③検討委員会について

・OKなのか？
　　→どの部分かを明確化する

・NOなのか？
　　→どの部分かを明確化する

・不安、問題要素は何か？
　　→どの部分かを明確化する

・必要な機能は何か？
　　→何なのかを示す

・執行部案とは別に、委員会案があるのか？
　　→ある場合、それを示す

・OKなのか？
　　→どの部分かを明確化する
 
・NOなのか？
　　→どの部分かを明確化する
 
・不安、問題要素は何か？
　　→どの部分かを明確化する
　　　　地域協議会のあり方？
 
・執行部案とは別に、委員会案があるのか？
　　→ある場合、それを示す

令和元年5月8日
◆浜田那賀方式自治区制度に関す
る提言書を提出

　　【設置目的】
　　①浜田那賀方式自治区制度の検証を行い、今後のあり方について調査及び研究を行うとともに、
　　②市の行財政改革の推進に関する事項につき調査及び研究を行い、行財政改革推進本部に対して必要な意見又は提言
　　　を行う。

令和元年9月定例会議

◆自治区制度設置条例の延長に関
する条例改正の審議
⇒令和3年3月31日まで延長

②新しいまちづくりの仕組みの一つである「公
民館のコミュニティセンター化」の是非

①執行部からの報告を受け、委員
会として意見する

②委員会独自に検証を行う
（例：委員会で地域や検討委員会に
出向き意見を聞くなど）

②行財政改革の推進

Ⓐ　検証を行う Ⓑ　今後のあり方について調査・研究 Ⓒ　調査・研究を行い提言

①浜田那賀方式自治区制度

今後のまちづくり推進のあり方について調査・
研究する

①まちづくり推進条例の方向性の是非

【今後の議論のテーマ】

①執行部からの報告を受け、委員
会で意見する

②執行部から報告を受けるのとは
別に、委員会として行革推進につい
て調査・研究を行う

＊将来を見据え・・・

□必要な要素

□検討すべき項目

□不安要素

委員会として意見・指摘

する！
































